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上場会社名 株式会社 まんだらけ 

      (コード番号 2652 東証マザーズ) 

                                       （ＵＲＬ http://www.mandarake.co.jp/） 
本社所在地 東京都中野区中野5-52-15 

代 表 者   代表取締役社長 古川 益蔵 

問合せ先  取締役経理部長  川代 浩志  
電話番号  （03）3228-0007 

 

1. 業      績 

(1) 平成15年9月期第一四半期の業績（平成14年10月1日～平成14年12月31日） 

 
14年9月期第1四半期 15年9月期第1四半期 

対前期 

増減比 
前期（通期） 

 百万円 百万円 ％ 百万円 

売上高 991     1,004     1.3      3,088 

営業利益       45       △32 △170.7         5 

経常利益 40 △35 △189.9       △16 

当期純利益 19 △22 △219.1      △104 

総資産 3,939 3,874 △1.7      3,801 

株主資本 2,362 2,216 △6.2      2,239 

 

(2) 品目別売上高 

14年9月期第1四半期 15年9月期第1四半期 前期（通期）  

金額 構成比 金額 構成比 

対前期 

増減比 金額 構成比 

出 版 物 
百万円 

1 

％ 

0.2 

百万円 

3 

％ 

0.4 

 

112.0 

百万円 

13 

％ 

0.4 

本 300 30.3 275 27.4 △8.3 917 29.7 

T O Y S 220 22.2 240 23.9 9.1 708 22.9 

同 人 誌 254 25.6 266 26.5 4.9 816 26.5 

そ の 他 215 21.7 218 21.8 1.5 632 20.5 

合 計 991 100.0 1,004 100.0 1.3 3,088 100.0 

（注）１．売上高に消費税等は含まれておりません。 

２．百万円未満は省略しております。 
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2. 業績の概況（平成14年10月1日～平成14年12月31日） 

当第一四半期のわが国経済は、いまだにデフレスパイラルの状況から抜け出すことが出来ずに、企業リストラ

の一層の進行を受けて雇用情勢及び所得環境は低迷を続け、さらに米国経済の後退が顕著となるに伴い、世界的な

経済の減速はより深刻化しており、景気の行方は未だ不透明と考えられます。 

このような状況の中で、当社は全事業にわたり積極的な営業活動を展開するとともに、経営の効率化と経営基

盤の強化安定に努めてまいりました。 

その結果当第１四半期の売上高は、既存店の売上増を主たる要因として対前期比1.3％増の1,004百万円となり

ました。しかしながら利益面では新宿店撤退に伴う閉店コストと、より売上高拡大を期待しての大阪なんば店の出

店コストにより、営業損失32百万円、経常損失35百万円、当期純損失22百万円となりました。 

品目別では、年齢を問わずに好評を続ける復刻ブームの影響などにより「TOYS」の売上高は対前期比9.1％増の

240百万円となりました。また、世界的に飛躍するアニメーション関連の商品は依然として好調であり、セル画、

CD、ビデオ、DVD等を含む「その他」品目の売上高は対前年比1.5％増の218百万円となりました。さらに、同人誌

市場の拡大を反映して「同人誌」は対前期比4.9％増の266百万円となりました。 

 

 

3. 当期の見通し（平成14年10月1日～平成15年9月30日） 

当期も引き続き、まんが、アニメーション文化を世界に向けて発信すべく営業活動を進めて参ります。 

12月には、東京・秋葉原と並ぶ大阪の商業地である浪速区日本橋になんば店を開店いたしました。なんば店は、

好調に推移する「TOYS」と拡大を続ける「同人誌」を中心として、積極的に販売活動を推進してまいります。 

ホームページにつきましては、お客様との交流の場としての認識をさらに高め、まんだらけの商品情報、店舗情

報だけでなく様々な情報交換を充実させることによって、アクセス数の一層の増加を図り、既存店の販売を活性化

させると同時に、Web通販の拡充を進めており、売上高のさらなる増大に期待されます。 

また平成15年1月には、まんだらけWeb大オークション大会と題しまして、これまで2回、中野サンプラザにおい

て催して参りましたオークションを、Web上に会場を移して開催いたしました。今後は、オークション販売を通年

で行い、さらに選りすぐった商品を集めての大オークション大会も別に開催し、新たな売上高増大の分野として強

化、拡充を図ります。 

Web通販やオークションなど新たな販路拡大に合わせて、まんだらけの最大の特徴である商品の買い取りのノウ

ハウも、その幅を広げて取り扱い商品の拡大に努めて参ります。 

このように今後もまんがを中心とした様々な商品を、あらゆる角度から取り扱い、企業利益の増大を図っていく

方針であります。 

  なお、業績予想につきましては平成14年11月29日に発表いたしました「平成14年9月期決算短信」の記載のとお

り、当会計年度については、売上高4,768百万円、経常利益239百万円、当期純利益191百万円と変更ありません。 

  本資料で記述されている業績予想については、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、潜

在的なリスクや不確実性が含まれております。そのため、様々な要因の変化により、実際の業績はこれと異なる可

能性があることをご承知おきください。 
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１．第１四半期財務諸表 

(1)第1四半期貸借対照表    
（単位：千円）

前第1四半期会計期間末 
 

（平成14年3月31日現在） 

当第1四半期会計期間末 
 

(平成14年12月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成14年9月30日現在) 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産        

１． 現 金 及 び 預 金 ※３ 348,878  154,568  219,992  

２． 売 掛 金  178,064  104,508  103,826  

３． た な 卸 資 産  1,500,312  1,655,719  1,582,638  

４. 前 払 費 用  51,712  19,761  52,946  

５. 繰 延 税 金 資 産  31,740  84,671  71,167  

６. 未 収 入 金  34,174  85,094  26,870  

７． 未 収 法 人 税 等  14,631  89  66  

８． そ の 他  22,418  13,471  6,898  

９． 貸 倒 引 当 金  △591  △236  △573  

 流 動 資 産 合 計  2,181,341 55.4 2,117,650 54.7 2,063,834 54.3 

Ⅱ 固 定 資 産        

(1) 有 形 固 定 資 産 ※1,2       

１． 建 物  794,611  774,619  781,714  

２． 構 築 物  5,406  6,851  5,213  

３． 車 両 運 搬 具  331  327  327  

４． 器 具 備 品  139,521  107,603  110,775  

５． 土 地  445,544  445,544  445,544  

６． 建 設 仮 勘 定  ―  ―  ―  

 有 形 固 定 資 産 合 計  1,385,415 35.2 1,334,946 34.5 1,343,574 35.3 

(2) 無 形 固 定 資 産        

１． ソ フ ト ウ ェ ア  2,122  5,339  5,631  

２． そ の 他  2,788  2,788  2,788  

 無 形 固 定 資 産 合 計  4,911 0.1 8,128 0.2 8,419 0.2 

(3) 投 資その他の資産        

１． 投 資 有 価 証 券  1,063  4,993  5,464  

２． 関 係 会 社 株 式 ※３ 34,400  ―  ―  

３． 出 資 金  1,550  1,550  550  

４． 関 係 会 社 出 資 金  325  ―  1,000  

５． 関係会社長期貸付金  ―  73,775  73,864  

５． 長 期 前 払 費 用  4,172  7,214  7,535  

６． 繰 延 税 金 資 産  17,891  69,206  67,214  

７. 差 入 保 証 金 ※２ 279,133  297,590  272,543  

８. そ の 他  29,458  32,941  31,647  

９． 貸 倒 引 当 金  ―  △73,775  △73,864  

 投資その他の資産合計  367,995 9.3 413,495 10.7 385,955 10.2 

 固 定 資 産 合 計  1,758,322 44.6 1,756,569 45.3 1,737,950 45.7 

 資 産 合 計  3,939,664 100.0 3,874,219 100.0 3,801,784 100.0 
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   （単位：千円）

前第1四半期会計期間末 
(平成14年3月31日現在） 

当第1四半期会計期間末 
(平成14年12月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成14年9月30日現在) 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債        

１． 買 掛 金 ※３ 19,845  43,541  21,547  

２． 短 期 借 入 金  ―  115,000  30,000  

３． １年以内返済予定長期借入金 ※２ 557,984  540,470  569,016  

４． 未 払 金  97,872  113,560  88,408  

５. 未 払 費 用  26,648  26,429  22,730  

６． 未 払 法 人 税 等  2,083  8,742  6,556  

７． 未 払 事 業 所 税  1,973  7,606  5,667  

８． 未 払 消 費 税 等  11,801  31,414  21,314  

９． 前 受 金  2,177  1,156  1,979  

10. 預 り 金  25,193  20,371  15,555  

11. 賞 与 引 当 金  14,419  3,996  15,386  

12． 返 品 調 整 引 当 金  ―  ―  1,506  

13． 新 株 引 受 権  225  ―  ―  

14． そ の 他  3,085  13  83  

 流 動 負 債 合 計  763,308 19.4 912,301 23.6 799,753 21.0 

Ⅱ 固 定 負 債        

１． 長 期 借 入 金 ※２ 733,960  648,574  668,605  

２． 退 職 給 付 引 当 金  23,317  33,180  30,113  

３． 役員退職慰労引当金  21,073  23,763  22,823  

４． 長 期 未 払 金  35,341  39,971  40,847  

 固 定 負 債 合 計  813,692 20.7 745,488 19.2 762,388 20.1 

 負 債 合 計  1,577,001 40.0 1,657,790 42.8 1,562,142 41.1 

         

（ 資 本 の 部）       

Ⅰ 資 本 金  804,000 20.4 ― ― 804,000 21.1 

Ⅱ 資 本 準 備 金  1,083,940 27.5 ― ― 1,083,940 28.5 

Ⅲ 利 益 準 備 金  3,000 0.1 ― ― 3,000 0.1 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金        

(1） 任 意 積 立 金  479,096  ―  479,096  

(2) 第1四半期(当期)未処分利益または第1四半期(当期)未処分損失(△)  △7,401  ―  △131,044  

 そ の 他 の 剰 余 金 合 計  471,694 11.9 ― ― 348,051 9.2 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  28 0.0 ― ― 651 0.0 

 資 本 合 計  2,362,663 60.0 ― ― 2,239,642 58.9 

Ⅰ 資 本 金  ― ― 804,000 20.7 ― ― 

Ⅱ 資 本 剰 余 金        

(1) 資 本 準 備 金  ―  1,083,940  ―  

(2) そ の他資本剰余金  ―  ―  ―  

 資 本 剰 余 金 合 計  ― ― 1,083,940 28.0 ― ― 

Ⅲ 利 益 剰 余 金        

(1) 利 益 準 備 金  ―  3,000  ―  

(2) 任 意 積 立 金  ―  318,959  ―  

(3) 第1四半期(当期)未処分利益または第1四半期(当期)未処分損失(△)  ―  6,350  ―  

 利 益 剰 余 金 合 計  ― ― 328,309 8.5 ― ― 

Ⅲ その他有価証券評価差額金  ― ― 179 0.0 ― ― 

Ⅳ 自 己 株 式  ―  ―  ―  

 資 本 合 計  ― ― 2,216,429 57.2 ― ― 

 負 債 ・ 資 本 合 計  3,939,664 100.0 3,874,219 100.0 3,801,784 100.0 
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(2) 第 1 四 半 期 損 益 計 算 書  
（単位：千円）

前第1四半期会計期間 
 

自 平成14年 1月１日 
至 平成14年 3月31日 

当第1四半期会計期間 
 

自 平成14年10月１日 
至 平成14年12月31日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 9月30日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  991,742 100.0 1,004,391 100.0 3,088,365 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  459,420 46.3 497,526 49.5 1,540,709 49.9 

 売 上 総 利 益  532,322 53.7 506,864 50.5 1,547,656 50.1 

 返品調整引当金戻入額  ― ― 1,506 0.2 ― 0.0 

 返品調整引当金繰入額  ― ― ― ― 1,506 0.0 

 差 引 売 上 総 利 益  532,322 53.7 508,371 50.7 1,546,149 50.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  486,691 49.1 540,618 53.8 1,540,382 49.9 

 営業利益または営業損失(△)  45,630 4.6 △32,246 △3.4 5,766 0.2 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※１ 2,540 0.3 4,777 0.5 7,364 0.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※２ 8,162 0.8 8,483 0.8 29,833 1.0 

 経常利益または経常損失(△)  40,008 4.0 △35,952 △3.7 △16,701 △0.5 

Ⅵ 特 別 利 益 ※３ 2,651 0.3 426 0.0 225 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失 ※４ 4,020 0.4 525 0.1 152,582 4.9 

 税引前第１四半期(当期)純利益または税引前第1四半期(当期)純損失(△)  38,640 3.9 △36,051 △3.6 △169,058 △5.5 

 法人税、住民税及び事業税  3,188 0.3 2,185 0.2 7,862 0.3 

 法 人 税 等 調 整 額  16,357 1.6 △15,495 1.5 △72,370 △2.3 

 第1四半期(当期)純利益または第1四半期(当期)純損失(△)  19,093 1.9 △22,741 △2.3 △104,549 △3.4 

 前期繰越利益または前期繰越損失(△)  △26,495  29,091  △26,495  

 第１四半期(当期)未処分利益または第1四半期(当期)未処理損失(△)  △7,401  6,350  △131,044  
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（第１四半期財務諸表作成の基本となる事項）  

期  別 
 
項  目 

前第1四半期会計期間 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 3月31日 

当第1四半期会計期間 
自 平成14年10月 1日 
至 平成14年12月31日 

前事業年度 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 9月30日 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

……移動平均法による

原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……第1四半期末の市

場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定) 

時価のないもの 

……移動平均法による

原価法 

(1)有価証券 

同左 

 

(1)有価証券 

同左 

 

              (2)たな卸資産 

イ商品 

 高額品…………個別法

による原価法 

その他の商品……売価

還元法による原価法 

ロ製品・仕掛品 

 個別法による原価法 

ハ貯蔵品 

 最終仕入原価法による

原価法 

(2)たな卸資産 

イ商品 

同左 

 

 

 

ロ製品・仕掛品 

同左 

ハ貯蔵品 

同左 

(2)たな卸資産 

イ商品 

同左 

 

 

 

ロ製品・仕掛品 

同左 

ハ貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

定率法(ただし、平成

10年4月1日以降に取得し

た建物(附属設備を除く)

については定額法)を採

用しております。 

(2)無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利

用）については、社内に

おける見込利用可能期間

(5年)に基づく定額法に

よっております。 

 

(1)有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

同左 

 

 

(1) 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

同左 
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    期  別 
 
項  目 

前第1四半期会計期間 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 3月31日 

当第1四半期会計期間 
自 平成14年10月 1日 
至 平成14年12月31日 

前事業年度 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 9月30日 

３.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

 (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に

充てるため、当第１四半

期会計期間が負担すべき

支給見込額に基づき計上

しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に

充てるため、当期に負担

すべき支給見込額に基づ

き計上しております。 

 (3)退職給付引当金 

従業員の退職金の支出

に備えるため、当期末に

おける退職給付債務の見

込額(自己都合退職要支

給額)に基づき、当第1四

半期会計期間末において

発生していると認められ

る額を計上しておりま

す。 

(3)退職給付引当金 

同左 

 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職金の支出

に備えるため、当事業年

度末における退職給付債

務の見込額(自己都合退職

要支給額)に基づき、当事

業年度末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

 (4)返品調整引当金 

製品の返品による損失

に備えるため、法人税法

の規定（売掛金基準）に

基づく繰入限度相当額を

計上しております。 

なお、当第1四半期の繰

入額及び残高はありませ

ん。 

(4)返品調整引当金 

同左 

 

(4)返品調整引当金 

製品の返品による損失

に備えるため、法人税法

の規定（売掛金基準）に

基づく繰入限度相当額を

計上しております。 

 

 (5)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に備えて、内規に基づ

き当第1四半期末要支給

額を計上しております。 

(5)役員退職慰労引当金 

同左 

 

(5)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払に備えて、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 

 

同左 
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期  別 
 
項  目 

前第1四半期会計期間 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 3月31日 

当第1四半期会計期間 
自 平成14年10月 1日 
至 平成14年12月31日 

前事業年度 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 9月30日 

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、金

利スワップについては、

特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を

採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ

対象 

ヘッジ手段･･･金利ス

ワップ取引 

ヘッジ対象･･･借入金 

 (3)ヘッジ方針 

当社の社内規定に基づ

き、相場変動リスク及び

キャッシュ･フロー変動

リスクをヘッジしており

ます。 

(4)ヘッジ有効性評価の

方法 

ヘッジ対象のキャッ

シュ･フロー変動の累計

または相場変動と、ヘッ

ジ手段のキャッシュ･フ

ロー変動の累計または相

場変動とを半期ごとに比

較し、その変動額の比率

によって有効性を評価し

ております。 

ただし、特例処理に

よっている金利スワップ

については、有効性の評

価を省略しております。 

同左 

 

同左 

 

６．その他第1四半期財務諸表

作成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっており

ます。 

 仮払消費税及び仮受消

費税等は、相殺の上、流

動負債の｢その他｣に含め

て表示しております。 

同左 

 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっており

ます。 
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（表示方法の変更） 

前第1四半期会計期間 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 3月31日 

当第1四半期会計期間 
自 平成14年10月 1日 
至 平成14年12月31日 

――――― ――――― 

 

 

追 加 情 報          

前第1四半期会計期間 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 3月31日 

当第1四半期会計期間 
自 平成14年10月 1日 
至 平成14年12月31日 

前事業年度 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 9月30日 

――――― 

 

 

――――― ――――― 

 

 

 

 

注 記 事 項          

（第1四半期貸借対照表関係）    

期  別 
項  目 

前第1四半期会計期間末 
（平成14年3月31日現在） 

当第1四半期会計期間末 
（平成14年12月31日現在） 

前 事 業 年 度 末         
（平成14年9月30日現在） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

717,334千円 802,794千円 777,119千円 

※２．担保資産    

(1）担保に供している資産    

建 物  311,019千円   406,867千円   415,083千円  

土 地  390,464   416,614   416,614  

差 入 保 証 金  50,000   ―   ―  

計  751,483   823,481   831,697  

(2)担保資産に対応する

債務 

   

１年以内返済予定 
長 期 借 入 金  249,224千円   235,148千円   245,548千円  

長 期 借 入 金  481,694    431,090    477,327  

計  730,918   666,238   722,875  

※３．主な外貨建資産・負債    

現 金 及 び 預 金 225千米ドル 
（29,721千円） 

451千米ドル 
（54,147千円） 

359千米ドル 
（44,102千円） 

関 係 会 社 株 式 300千米ドル 
（34,400千円） 

──── 
 

──── 
 

買 掛 金    ──── 
 

    5千米ドル 
（693千円） 

     3千米ドル 
（464千円） 
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（第1四半期損益計算書関係）    

期  別 
 
項  目 

前第1四半期会計期間 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 3月31日 

当第1四半期会計期間 
自 平成14年10月 1日 
至 平成14年12月31日 

前 事 業 年 度         
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 9月30日 

※１．営業外収益のうち主要

なもの 

   

受取利息 182千円 89千円 343千円 

※２．営業外費用のうち主要

なもの 

   

支払利息及び割引

料 

6,965千円 7,481千円 21,824千円 

※３．特別利益のうち主要な

もの 

   

貸倒引当金戻入益 973千円 426千円 ― 

※４．特別損失のうち主要な

もの 

   

たな卸資産評価損 2,750千円 ― 34,597千円 

固定資産除却損 1,270千円 525千円 8,856千円 

    

５．減価償却実施額    

有 形 固 定 資 産 30,926千円 26,542千円 99,467千円 

無 形 固 定 資 産 141千円 291千円 632千円 
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（リ ー ス 取 引 関 係         ）    

前第1四半期会計期間 
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 3月31日 

 

当第1四半期会計期間 
自 平成14年10月 1日 
至 平成14年12月31日 

前 事 業 年 度         
自 平成14年 1月 1日 
至 平成14年 9月30日 

１.リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１.リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１.リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び第1四

半期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び第1四

半期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

第1四半期 

末 残 高 

相 当 額 

   取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

第1四半期 

末 残 高 

相 当 額 

  取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

第1四半期 

末 残 高 

相 当 額 

 千円 千円 千円    千円 千円 千円   千円 千円 千円 

車両運搬具 6,963 5,619 1,344   車両運搬具 4,039 3,500 538  車両運搬具 6,963 6,022 940 

その他 234,800 144,003 90,796   その他 170,313 66,576 103,736  その他 170,313 57,937 112,375 

合計 241,763 149,622 92,140   合計 174,352 70,077 104,275  合計 177,276 63,960 113,316 

   

(2)未経過リース料第1四半期末残高

相当額 

(2)未経過リース料第1四半期末残高

相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 34,039 千円   １年内 35,909 千円  １年内 35,710 千円 

 １年超 62,745 千円   １年超 74,920 千円  １年超 83,665 千円 

 合計 96,784 千円   合計 110,830 千円  合計 119,376 千円 

   

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 13,809 千円   支払リース料 10,100 千円 支払リース料 38,895 千円 

減価償却費相当額 12,201 千円   減価償却費相当額 9,000 千円 減価償却費相当額 34,492 千円 

支払利息相当額 1,348 千円   支払利息相当額 1,302 千円 支払利息相当額 4,004 千円 

   

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券の時価等関係） 

 当第1四半期連結会計期間に係る｢有価証券｣(子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く。)及び前連結会計

年度に係る｢有価証券の時価等｣については、第1四半期連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

有 価 証 券 の 時 価 等              

前第1四半期会計期間末 
（平成14年3月31日現在） 

種 類 

第1四半期貸借対照表計上額  時 価 評 価 損 益 

(1)流動資産に属するもの    

株 式 － － － 

債 券 － － － 

そ の 他 － － － 

小 計 － － － 

(2)固定資産に属するもの    

株 式 1,063 1,063 － 

債 券 － － － 

そ の 他 － － － 

小 計 1,063 1,063 － 

合 計 1,063 1,063 － 

 （注）１．時価の算定方法 

① 上 場 有 価 証 券           主に東京証券取引所の最終価格等によっております。 

２．開示の対象から除いた有価証券の第1四半期貸借対照表計上額及び貸借対照表計上額 

固定資産に属するもの  前第1四半期会計期間末  

 店頭売買株式を除く非上場株式 －千円  

 （うち関係会社株式） （－）  

 

当第1四半期会計期間  (平成14年12月31日現在) 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

   該当事項はありません。 

 

(デリバティブ取引関係) 

当第1四半期連結会計期間及び前連結会計期間に係る(デリバティブ取引)については、当第1四半期連結財務諸表

における注記事項として記載しております。 

 

前第1四半期会計期間（自 平成14年１月１日 至 平成14年3月31日） 

前第1四半期会計期間に係るデリバティブ取引については、当第1四半期連結財務諸表における注記事項とし

て記載しております。 

 

（重 要 な 後 発 事 象         ） 

 該当事項はありません。 

 

 

２．そ   の   他 

当第1四半期財務諸表、すなわち、第1四半期貸借対照表及び第1四半期損益計算書は、東京証券取引所の「上場有

価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する

意見表明に係る基準」に基づく会計監査人の手続きを実施しております。 


